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川口市ワンルームマンション等の建築及び管理に関する条例 

平成２８年６月２９日条例第４６号 

目次 

第１章 総則（第１条―第３条） 

第２章 建築期間にあるワンルームマンション等（第４条―第２０条） 

第３章 管理期間にあるワンルームマンション等（第２１条―第２５条） 

第４章 既存のワンルームマンション等（第２６条） 

第５章 ワンルームマンション等以外のワンルーム住戸を有する建築物の管理（第２７条） 

第６章 雑則（第２８条―第３６条） 

附則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、ワンルームマンション等の建築及び管理に関し基本的事項を定めることによ

り、良好な生活環境及び住環境の形成を図り、もって地域住民との良好な近隣関係の形成及び維

持を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、次項に定めるものを除き、建築基準法（昭和２５年法律

第２０１号。以下「法」という。）及び建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）の例に

よる。 

２ 次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) ワンルーム住戸 建築物の全部又は一部が共同住宅又は長屋である建築物に存する、専用部

分の床面積が４０平方メートル未満の住戸をいう。 

(2) ワンルームマンション等 ワンルーム住戸を１５戸以上有する建築物をいう。 

(3) 建築 法第２条第１３号に規定する建築（建築物を新築する場合に限る。）をいう。 

(4) 建築主等 建築主、設計者又は工事施工者をいう。 

(5) 所有者等 所有者、マンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成１２年法律第１４

９号）第２条第３号に規定する管理組合又はそれらのものから建築物の管理について委任を受

けた者（以下「管理者」という。）をいう。 

(6) 隣接住民等 次のアからウまでのいずれかに該当する者をいう。 
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ア ワンルームマンション等に係る敷地が隣接している土地の所有者及び占有者並びに当該

土地上の建物の所有者及び占有者 

イ ワンルームマンション等に係る敷地が道路と接する部分から１５メートルの範囲内であ

り、かつ、当該道路と接する土地の所有者及び占有者並びに当該土地上の建物の所有者及び

占有者 

ウ ワンルームマンション等に係る敷地の属する区域の町会又は自治会（以下「町会等」とい

う。）の長 

(7) 建築期間 第１０条の規定による協議を開始した日から第１８条第１項の規定による通知

の交付を受けた日まで（当該通知の交付を受けた後に建築主への当該建築物の引渡しが行われ

る場合にあっては、当該引渡しの日まで）の期間をいう。 

(8) 管理期間 建築期間が終了した日の翌日から当該建築物を除却するまでの期間をいう。 

（適用除外） 

第３条 国又は地方公共団体が建築又は管理をする建築物及び建築物の敷地が２以上の市又は特

別区の区域にまたがって所在する建築物のうち規則で定めるものについては、この条例の規定は、

適用しない。 

第２章 建築期間にあるワンルームマンション等 

（ワンルーム住戸の規模） 

第４条 建築主等は、建築をしようとするワンルームマンション等のワンルーム住戸の専用部分の

床面積を２５平方メートル以上とするよう努めなければならない。 

（廃棄物の保管方法に関する措置） 

第５条 建築主等は、ワンルームマンション等の建築に当たり、当該ワンルームマンション等にお

ける廃棄物の保管方法について、規則で定めるところにより、必要な措置を講じなければならな

い。 

（駐輪施設の設置） 

第６条 建築主等は、ワンルームマンション等の建築に当たり、当該ワンルームマンション等の敷

地内に、規則で定める基準に従い、ワンルーム住戸１戸につき１台以上の自転車を駐輪すること

ができる施設（以下「駐輪施設」という。）を設けなければならない。 

 （宅配ボックスの設置） 

第６条の２ 建築主等は、ワンルームマンション等の建築に当たり、当該ワンルームマンション等
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の敷地内に、ワンルーム住戸の数に応じて必要な数の宅配ボックス（建築基準法施行令第２条第

１項第４号ヘに規定する宅配ボックスをいう。以下同じ。）を設けなければならない。ただし、

宅配トラック等（ワンルームマンション等の入居者に配達される物品を運送するトラックその他

の自動車をいう。）の駐車又は停車による当該ワンルームマンション等の周辺の交通への支障を

生ずるおそれが少ないと市長が認める場合は、この限りでない。 

（管理人室の設置） 

第７条 建築主等は、建築をしようとするワンルームマンション等がワンルーム住戸を３０戸以上

有する場合は、当該ワンルームマンション等に、規則で定める基準に従い、当該ワンルームマン

ション等の管理に係る業務を行うための管理人室を設けなければならない。 

（工事中の措置） 

第８条 建築主等は、ワンルームマンション等の工事に当たっては、次に掲げる措置を講ずるよう

努めなければならない。 

(1) 騒音、振動等の発生を軽減するための最善の方法を採ること。 

(2) 工事関係の車両以外の一般の車両及び歩行者の安全を確保するための最善の方法を採るこ

と。 

(3) 粉じんの飛散を防止するための最善の方法を採ること。 

（管理計画の作成等） 

第９条 ワンルームマンション等の建築主等は、規則で定めるところにより、管理期間におけるワ

ンルームマンション等の管理者等の配置及び業務内容その他の管理体制に関する計画並びに廃

棄物の排出方法、駐輪施設の使用方法その他の良好な近隣関係の形成及び維持のために必要な事

項（以下これらを「管理計画」という。）を定めなければならない。 

２ ワンルームマンション等の建築主等は、管理期間において当該ワンルームマンション等の管理

を自ら行わない場合にあっては、所有者等に管理計画を引き継がなければならない。 

（事前協議） 

第１０条 建築主等は、ワンルームマンション等の建築をしようとするときは、規則で定めるとこ

ろにより、第５条から第７条までの規定による措置及び設置並びに管理計画について、市長と協

議しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による協議が終了したときは、規則で定めるところにより、その旨を書面

により通知しなければならない。 
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（標識の設置） 

第１１条 前条第１項の規定による協議を終了した建築主等は、建築主の氏名又は名称、ワンルー

ム住戸の数、第５条から第７条までの規定による措置及び設置その他の規則で定める建築の計画

（以下「建築計画」という。）に関する事項を記載した標識を、法第７条第５項又は第７条の２

第５項に規定する検査済証（以下「検査済証」という。）の交付を受ける日まで設置しなければ

ならない。 

２ 建築主等は、前項の規定により標識を設置したときは、当該標識を設置した日から起算して７

日（川口市の休日を定める条例（平成元年条例第５５号）第１条第１項に規定する市の休日（以

下「市の休日」という。）を除く。）以内に、規則で定める報告書により市長に報告しなければ

ならない。 

（計画の説明） 

第１２条 建築主等は、ワンルームマンション等の建築に当たり、当該ワンルームマンション等に

係る隣接住民等に対し個別の訪問又は説明会の開催により、建築計画及び管理計画に関する事項

を説明しなければならない。 

２ 前項の規定により説明会を開催する場合は、建築主が法人の場合にあってはその代表者、役員

又は従業者が、建築主が個人の場合にあっては建築主が説明会に出席するよう努めなければなら

ない。 

（説明の報告等） 

第１３条 建築主等は、前条第１項の規定により行った説明の状況を、規則で定める報告書により

市長に報告しなければならない。 

２ 前項の規定による報告は、第１１条第２項の規定による標識の設置の報告をした日から起算し

て１４日を経過した日から行うことができる。 

（説明状況報告済証の交付等） 

第１４条 市長は、前条第１項の報告書に記載すべき事項の記載が十分であると認めるときは、同

項の規定による報告を受けた日から起算して５日（市の休日を除く。次項において同じ。）を経

過する日から１０日（市の休日を除く。同項において同じ。）を経過する日までに、建築主等に

対して同条第１項の規定による報告が済んだ旨を証する書類（以下「説明状況報告済証」という。）

を交付しなければならない。 

２ 前条第１項の報告書に記載すべき事項が不十分であることにより、記載事項の追加等を要する
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場合は、同項の規定による報告を受けた日から起算して５日を経過する日までの期間及び同項の

規定による報告を受けた日から起算して１０日を経過する日までの期間は、追加等を指摘した日

から起算して追加等の報告を受けた日までの間、その進行を停止する。 

３ 市長は、第１項に規定する期間内に説明状況報告済証を交付することができないときは、その

旨を書面で建築主等に通知しなければならない。 

（意見の提出等） 

第１５条 隣接住民等は、第１１条第１項の規定による標識の設置がされた日以後、当該ワンルー

ムマンション等の建築計画及び管理計画に対する意見を規則で定めるところにより建築主等に

書面で提出することができる。 

２ 建築主等は、前項の規定による意見の提出があったときは、検査済証の交付を受けた日までに

提出された意見について、当該意見の提出があった日の翌日から起算しておおむね７日を経過す

る日までに、当該意見を提出した者に対し書面で回答しなければならない。 

３ 建築主等は、説明状況報告済証が交付された日から起算して１４日を経過する日までに提出さ

れた意見及びこれに対して行った回答（意見が提出されなかった場合にあっては、その旨）を、

規則で定める報告書により市長に報告しなければならない。 

（意見対応状況報告済証の交付等） 

第１６条 市長は、前条第３項の規定による報告を受けたときは、当該報告を受けた日の翌日から

起算して４日（市の休日を除く。）を経過する日から７日（市の休日を除く。）を経過する日ま

でに、建築主等に対して同項の規定による報告が済んだ旨を証する書類を交付しなければならな

い。 

２ 建築主等は、前項の規定による書類の交付を、法第６条第１項又は第６条の２第１項の規定に

よる確認の申請をする時までに受けなければならない。 

（設置完了の報告等） 

第１７条 建築主等は、第５条の規定による措置、第６条の規定による駐輪施設の設置、第６条の

２の規定による宅配ボックスの設置及び第７条の規定による管理人室の設置をしたときは、これ

らの措置及び設置の状況について、規則で定める報告書により市長に報告しなければならない。 

（検査完了の通知） 

第１８条 市長は、前条の規定による報告を受けたときは、速やかに当該報告に係る措置及び設置

の状況を検査し、当該措置及び設置の状況が十分であると認めるときは、当該報告を受けた日の
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翌日から起算して１４日（市の休日を除く。第３項において同じ。）を経過する日までに、規則

で定めるところにより、検査が完了した旨を建築主等に通知しなければならない。 

２ 建築主等は、前項の規定による通知を、法第７条第１項の規定による検査の申請をする時又は

法第７条の２第４項の規定による検査を受ける時までに受けなければならない。 

３ 市長は、前条の措置及び設置の状況が不十分であることにより、措置及び設置の状況の修正等

を要する場合は、同条の規定による報告を受けた日の翌日から起算して１４日を経過する日まで

の期間は、修正等を指摘した日から起算して修正等の報告を受けた日までの間、その進行を停止

するものとする。 

（変更） 

第１９条 第１０条から前条までの規定は、建築期間にあるワンルームマンション等に係る次に掲

げる事項の変更（隣接住民等の生活環境及び住環境を害するおそれがないものとして規則で定め

る変更を除く。）をしようとする場合について準用する。この場合において、第１６条第２項中

「法第６条第１項又は第６条の２第１項の規定による確認の申請」とあるのは「法第６条第１項

又は第６条の２第１項の規定による確認の申請（当該確認を受けたワンルームマンション等の計

画の変更をして建築をしようとする場合の確認の申請を含む。以下この項において同じ。）をす

る前の変更にあっては当該確認の申請をする時までに、法第６条第１項又は第６条の２第１項の

規定による確認の申請をした後の変更にあっては第１９条第１項において準用する次条の規定

による報告」と読み替えるものとする。 

(1) 建築主等に関する事項 

(2) 第５条から第７条までの規定による措置及び設置に関する事項 

(3) 管理計画に関する事項 

(4) 前３号に掲げるもののほか、建築計画のうち規則で定める事項 

２ 建築主等は、前項の規則で定める変更をしたときは、当該変更をした日から起算して７日（市

の休日を除く。）以内に、規則で定める届出書により市長に届け出なければならない。 

（建築期間における連絡先表示板の設置） 

第１９条の２ ワンルームマンション等の建築主等は、建築期間において、当該建築物の名称及び

管理期間に所有者等となる者が決定している場合には、第２３条第１項に規定する連絡先表示板

（次項において「連絡先表示板」という。）を設置することができる。 

２ 建築主等は、前項の規定により連絡先表示板を設置したときは、当該連絡先表示板を設置した
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日から起算して７日（市の休日を除く。）以内に、規則で定める報告書により市長に報告しなけ

ればならない。 

（取りやめ） 

第２０条 ワンルームマンション等の建築主等は、当該ワンルームマンション等の建築を取りやめ

たときは、第１１条第１項の規定により設置した標識を撤去し、その旨を規則で定める届出書に

より、速やかに市長に届け出なければならない。 

第３章 管理期間にあるワンルームマンション等 

（ワンルームマンション等の所有者等の責務） 

第２１条 ワンルームマンション等（第２６条第１項に規定するワンルームマンション等を除く。

以下この章において同じ。）（管理期間にあるものに限る。以下この章において同じ。）の所有

者等は、第１８条第１項の規定による検査により十分であると認められた第５条から第７条まで

の規定による措置及び設置の状況を維持しなければならない。 

２ ワンルームマンション等の所有者等は、管理計画に関する事項を遵守しなければならない。 

３ ワンルームマンション等の所有者等は、ワンルーム住戸の入居者に管理計画に関する事項を説

明しなければならない。 

４ ワンルームマンション等の所有者等は、ワンルーム住戸の入居者に管理計画のうち廃棄物の排

出方法、駐輪施設の使用方法その他の良好な近隣関係の形成及び維持のために定められた事項を

遵守させるために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

（入居者の責務） 

第２２条 ワンルームマンション等のワンルーム住戸の入居者は、前条第３項の規定により説明を

受けた管理計画のうち廃棄物の排出方法、駐輪施設の使用方法その他の良好な近隣関係の形成及

び維持のために定められた事項を遵守するよう努めなければならない。 

（連絡先表示板の設置） 

第２３条 ワンルームマンション等の所有者等は、規則で定めるところにより、当該建築物の名称

並びに所有者等の氏名又は名称、住所及び電話番号を記載した表示板（以下「連絡先表示板」と

いう。）を設置しなければならない。ただし、当該ワンルームマンション等に第１９条の２第１

項の規定により連絡先表示板が設置されているときは、この限りでない。 

２ ワンルームマンション等の所有者等は、前項の規定により連絡先表示板を設置したときは、当

該連絡先表示板を設置した日から起算して７日（市の休日を除く。）以内に、規則で定める報告
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書により市長に報告しなければならない。 

 （連絡先表示板の維持管理） 

第２３条の２ ワンルームマンション等の所有者等は、第１９条の２第１項又は前条第１項の規定

により設置された連絡先表示板を適切に維持管理しなければならない。 

２ ワンルームマンション等の所有者等は、連絡先表示板に記載された事項に変更があったときは、

その旨を、当該変更があった日から起算して７日（市の休日を除く。）以内に、規則で定める報

告書により市長に報告しなければならない。 

（管理計画の引継ぎ） 

第２４条 ワンルームマンション等の所有者等は、当該ワンルームマンション等の所有権を移転す

る場合には、当該移転を受ける者に管理計画を引き継がなければならない。 

（管理計画等の変更） 

第２５条 第１０条、第１２条から第１７条まで、第１８条第１項及び第３項並びに第２０条の規

定は、ワンルームマンション等の所有者等が当該ワンルームマンション等について第５条の規定

による措置、第６条の規定による駐輪施設の設置、第６条の２の規定による宅配ボックスの設置

若しくは第７条の規定による管理人室の設置の状況又は管理計画の内容の変更（隣接住民等の生

活環境及び住環境を害するおそれがないものとして規則で定める変更を除く。）をしようとする

場合について準用する。この場合において、第１３条第２項中「第１１条第２項の規定による標

識の設置の報告をした日」とあるのは「第２５条第１項において準用する前条第１項の規定によ

る説明を開始した日」と、第１５条第１項中「第１１条第１項の規定による標識の設置がされた

日」とあるのは「第２５条第１項において準用する第１２条第１項の規定による説明を受けた日」

と、同条第２項中「検査済証の交付を受けた日」とあるのは「説明状況報告済証が交付された日

から起算して１４日を経過する日」と、第１６条第２項中「法第６条第１項又は第６条の２第１

項の規定による確認の申請」とあるのは「第２５条において準用する次条の規定による報告」と、

第２０条中「ときは、第１１条第１項の規定により設置した標識を撤去し」とあるのは「ときは」

と読み替えるものとする。 

２ ワンルームマンション等の所有者等は、前項において準用する第１６条第１項の報告が済んだ

旨を証する書類の交付を受けた後でなければ、前項に規定する変更をしてはならない。 

３ ワンルームマンション等の所有者等は、第１項の規則で定める変更をしたときは、当該変更を

した日から起算して７日（市の休日を除く。）以内に、規則で定める届出書により市長に届け出
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なければならない。 

第４章 既存のワンルームマンション等 

（既存のワンルームマンション等の連絡先表示板の設置及び維持管理） 

第２６条 この条例の施行の際現に存するワンルームマンション等及び建築の工事に着手したワ

ンルームマンション等の所有者等は、規則で定めるところにより、連絡先表示板を設置し、適切

に維持管理しなければならない。 

２ 前項に規定するワンルームマンション等の所有者等は、連絡先表示板に記載された事項に変更

があったときは、その旨を、当該変更があった日から起算して７日（市の休日を除く。）以内に、

規則で定める報告書により市長に報告しなければならない。 

第５章 ワンルームマンション等以外のワンルーム住戸を有する建築物の管理 

（ワンルームマンション等以外のワンルーム住戸を有する建築物の連絡先表示板の設置及び維

持管理） 

第２７条 ワンルームマンション等以外のワンルーム住戸を有する建築物（建築期間にあるものを

除く。）の所有者等は、規則で定めるところにより、連絡先表示板を設置し、適切に維持管理す

るよう努めなければならない。 

第６章 雑則 

（地域コミュニティへの配慮） 

第２８条 ワンルーム住戸を有する建築物の建築主等又は所有者等は、町会等への加入等に関する

案内の配布その他の当該建築物の入居者と地域住民との良好な近隣関係の形成を促進するため

に必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

 （届出書等の閲覧） 

第２９条 市長は、第１１条第２項（第１９条第１項において準用する場合を含む。）、第１３条

第１項、第１５条第３項及び第１７条（これらの規定を第１９条第１項又は第２５条第１項にお

いて準用する場合を含む。）、第１９条の２第２項、第２３条第２項、第２３条の２第２項並び

に第２６条第２項の報告書並びに第１９条第２項、第２０条（第２５条第１項において準用する

場合を含む。）及び第２５条第３項の届出書の提出があったときは、当該報告書及び届出書を一

般の閲覧に供するものとする。 

（報告及び立入調査） 

第３０条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、当該ワンルーム住戸を有する建築物の
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所有者等に必要な報告を求め、又は当該職員に、当該ワンルーム住戸を有する建築物の敷地に立

ち入り、第５条の規定による措置、第６条の規定による駐輪施設の設置、第６条の２の規定によ

る宅配ボックスの設置、第７条の規定による管理人室の設置並びに第１９条の２第１項、第２３

条第１項及び第２６条第１項の規定による連絡先表示板の設置の状況を調査させることができ

る。 

２ 前項の規定により立入調査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示しな

ければならない。 

３ 第１項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならな

い。 

（指導又は助言） 

第３１条 市長は、第２７条に規定するものに対し、連絡先表示板を設置するよう指導又は助言を

行うことができる。 

２ 市長は、前項に規定するもののほか、地域住民との良好な近隣関係の形成及び維持並びに良好

な生活環境及び住環境の形成を図るため、必要と認めるときは、ワンルームマンション等の建築

及び管理について指導又は助言を行うことができる。 

（勧告） 

第３２条 市長は、第５条の規定による措置をしない者に対し、期限を定めて必要な措置を講ずる

よう勧告することができる。 

２ 市長は、第６条の規定による駐輪施設の設置をしない者に対し、期限を定めて駐輪施設を設置

するよう勧告することができる。 

３ 市長は、第６条の２の規定による宅配ボックスの設置をしない者に対し、期限を定めて宅配ボ

ックスを設置するよう勧告することができる。 

４ 市長は、第７条の規定による管理人室の設置をしない者に対し、期限を定めて管理人室を設置

するよう勧告することができる。 

５ 市長は、第９条第１項の管理計画を作成しない者に対し、期限を定めて管理計画を作成するよ

う勧告することができる。 

６ 市長は、第９条第２項又は第２４条の規定による管理計画の引継ぎをしないものに対し、期限

を定めて管理計画を引き継ぐよう勧告することができる。 

７ 市長は、第１０条第１項（第１９条第１項又は第２５条第１項において準用する場合を含む。）



 11 / 12 
 

の規定による協議をしないものに対し、期限を定めて協議をするよう勧告することができる。 

８ 市長は、第１１条第１項（第１９条第１項において準用する場合を含む。）の標識を設置しな

い者に対し、期限を定めて標識を設置するよう勧告することができる。 

９ 市長は、第１１条第２項（第１９条第１項において準用する場合を含む。）、第１３条第１項、

第１５条第３項及び第１７条（これらの規定を第１９条第１項又は第２５条第１項において準用

する場合を含む。）、第１９条の２第２項、第２３条第２項、第２３条の２第２項並びに第２６

条第２項の規定による報告並びに第１９条第２項、第２０条（第２５条第１項において準用する

場合を含む。）及び第２５条第３項の規定による届出をしないものに対し、期限を定めて当該報

告又は届出をするよう勧告することができる。 

１０ 市長は、前項に規定する報告又は届出について、虚偽の報告又は届出をしたものに対し、期

限を定めて必要な措置を講ずるよう勧告することができる。 

１１ 市長は、第１２条第１項（第１９条第１項又は第２５条第１項において準用する場合を含む。）

又は第２１条第３項の規定による説明をしないものに対し、期限を定めて説明をするよう勧告す

ることができる。 

１２ 市長は、第１５条第２項（第１９条第１項又は第２５条第１項において準用する場合を含む。）

の規定による回答をしないものに対し、期限を定めて回答するよう勧告することができる。 

１３ 市長は、第２３条第１項又は第２６条第１項の規定による連絡先表示板の設置をしないもの

に対し、期限を定めて連絡先表示板を設置するよう勧告することができる。 

（措置命令） 

第３３条 市長は、前条の規定による勧告を受けたものが正当な理由なくこれに従わないときは、

期限を定めて必要な措置を講ずるよう命ずることができる。 

（公表） 

第３４条 市長は、前条の規定による命令を受けたものが正当な理由なくこれに従わないときは、

その旨を公表することができる。 

２ 市長は、第１０条第１項の規定による協議、第１１条第１項の規定による標識の設置、同条第

２項の規定による報告、第１２条第１項の規定による説明、第１３条第１項の規定による報告、

第１５条第２項の規定による回答及び同条第３項の規定による報告をすべき者がこれらを行わ

ずに検査済証の交付を受けたときは、その旨を公表することができる。 

３ 市長は、前２項の規定による公表をしようとするときは、あらかじめ当該公表に係るものにそ
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の理由を通知し、そのものが意見を述べ、証拠を提示する機会を与えなければならない。 

（他の制度との調整） 

第３５条 第２０条の規定は、川口市中高層建築物の建築に係る事前公開等の手続及び紛争の調整

に関する条例（平成11年条例第31号）の規定により、取りやめの届出をする場合については、適

用しない。 

（委任） 

第３６条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日前にこの条例による改正前の川口市ワンルームマンション等の建築及び

管理に関する条例第１０条第１項の規定による協議を開始したワンルームマンション等につい

ては、この条例による改正後の川口市ワンルームマンション等の建築及び管理に関する条例第６

条の２の規定は、適用しない。 


